様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 　　　2024年　1月　25日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）  みやこしせいきかぶしきかいしゃ               
一般事業主の氏名又は名称   宮腰精機株式会社               
（ふりがな）  みやこし　とおる 
（法人の場合）代表者の氏名 代表取締役社長　宮腰　亨　    印   
住所　〒019-1605秋田県大仙市太田町国見字稲荷堂１６２番地

法人番号　3410001008072　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	宮腰精機株式会社「DX戦略」

	公表日
	　　　　2023年　　12月　　11日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	会社HPに公表
公表HP：https://seiki.miyakoshi.co.jp/dx-strategy/
記載箇所：「DX取組宣言」
「経営理念、経営ビジョン」

	記載内容抜粋
	＜経営ビジョン＞
私たちは、印刷業界をコアとして広く社会の発展に貢献し、デジタル／アナログの双方で最適なソリューションを提供できる唯一無二の企業を目指します。
　主力であるビジネスフォーム（BF）／データ・プリント・サービス（DPS）市場に加え、生活市場への貢献を行い、今まで培った技術、経験をもとに新しい市場への継続的な新開発を行い、メイドインジャパンにこだわって、日本の優れたテクノロジーを世界中に発信してまいります。

当社は、これまで行ってきたAIの活用に加え、更にデジタル技術を駆使しデータ活用を積極的に行いDXを推進することによって、従来の紙の印刷市場だけでなく、衣食住に着目した「生活産業資材向けの印刷機製造」、「印刷機製造以外の事業創出」など、世界を視野にいれた新たな市場での技術開発・サービス展開を積極的に進めてまいります。　


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年12月11日開催された取締役会で、宮腰精機株式会社「DX戦略」は承認された。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	宮腰精機株式会社「DX戦略」


	公表日
	　　　　2023年　　12月　　11日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	会社HPに公表
公表HP：https://seiki.miyakoshi.co.jp/dx-strategy/
記載箇所：「DX戦略」

	記載内容抜粋
	【公表内容】
戦略① yaless AI印刷機の販売強化支援
・新規顧客獲得のための販売促進、動画発信、ホームページ強化
・既存顧客へのAIリニューアル・ラッピングの提案
・yaless AIクラウドサービス開発
　　　
戦略②製造現場の生産性向上、情報共有の強化
・国見工場、刈和野工場、北野目工場の生産性向上
（コストダウン、進捗原価の把握、仕入れ在庫管理適正化等）
・顧客、協力会社、納入業者とのデータ連携
・デジタル人材の育成・確保

戦略③新規市場（印刷機製造以外）の開拓
・印刷機製造以外の新規分野
（ロボット活用自動化/省力化、工場の合理化提案）の事業創出（北野目工場）

戦略④既存顧客へのサービス強化支援
・印刷機既存顧客DB活用による新技術レトロフィット提案の推進、メンテナンスサービス提供
・見積スピード及び精度の強化
・遠隔メンテナンスサービス提供

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2023年12月11日開催された取締役会で、宮腰精機株式会社「DX戦略」は承認された。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	会社HPに公表
公表HP：https://seiki.miyakoshi.co.jp/dx-strategy/
記載箇所：「DX推進体制、デジタル人材育成」

	記載内容抜粋
	当社は、実務執行総括責任者である社長（宮腰亨）を中心とした宮腰精機株式会社の「DX推進チーム」を立ち上げDXを推進します。また、DX推進チームを中心にデジタル人材育成を実施します。今回認定の対象は宮腰精機株式会社としますが、グループ企業である宮腰デジタルシステムズも一緒にDXを推進してまいります。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	会社HPに公表
公表HP：https://seiki.miyakoshi.co.jp/dx-strategy/
記載箇所：「デジタル環境整備」

	記載内容抜粋
	当社は、DXを推進するために、既存システムの見直しを適宜実施しながら、新規システムの導入やネットワーク構築を進め、利用しやすいデジタル環境整備を行います。
DXを推進するために、毎年、売り上げの0.25％をデジタル技術に投資します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	宮腰精機株式会社「DX戦略」

	公表日
	　　　　2023年　　12月　　11日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	会社HPに公表
公表HP：https://seiki.miyakoshi.co.jp/dx-strategy/
記載箇所：「目標値（KPI）」

	記載内容抜粋
	戦略①yaless AI印刷機の販売強化支援：新規顧客獲得のための動画発信：2026年までに15件動画配信

戦略②製造現場の生産性向上、情報共有の強化(コストダウン、進捗原価の把握、仕入れ在庫管理適正化等々)：
国見工場目標コストの削減：2026年までに現状(2023年)から５％削減
刈和野工場部品コストの削減：2026年までに現状(2023年)の目標値から１０％削減
デジタル人材の育成・確保：2026年までに10名育成・確保

戦略③新規市場（ロボット活用自動化/省力化、工場の合理化提案）の開拓
北野目工場新規市場開拓：2026年までに新規案件の獲得３０件

戦略④既存顧客へのサービス強化支援
既存顧客DB活用による新技術レトロフィット提案：2026年までにレトロフィット提案数３０件




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2023年　　12月　　11日


	発信方法
	宮腰精機株式会社「DX戦略」の「実務執行責任者（社長）によるメッセージ」「DXニュース」に、設問（２）で記載したDX戦略に関する進捗報告を自ら行い、自社HPにて公表している。
公表HP：https://seiki.miyakoshi.co.jp/dx-strategy/
【DXニュース】：https://seiki.miyakoshi.co.jp/news/%e5%ae%9f%e5%8b%99%e5%9f%b7%e8%a1%8c%e8%b2%ac%e4%bb%bb%e8%80%85%ef%bc%88%e7%a4%be%e9%95%b7%ef%bc%89%e3%81%ab%e3%82%88%e3%82%8b%e3%83%a1%e3%83%83%e3%82%bb%e3%83%bc%e3%82%b8/

	発信内容
	はじめまして、宮腰精機株式会社の宮腰亨です。

　印刷産業を取り巻く環境は、電子メディアの急速な進歩によるコミュニケーション手段の多様化、少子高齢化社会への移行など社会環境の変化の中で、絶えず変化し続けています。
　このように大きな変化に直面している印刷産業に対して、私たちは、どの様な形で貢献をする事が出来るかが問われているのだと思います。
　当社が行う一つの貢献の方向性として、デジタル技術の活用による変革＝「DX」が重要だと考えております。

　私たちは、今回「印刷業界全方位に向けて、デジタル／アナログ双方で最適なソリューションを実現できる唯一無二の企業を目指す」の思いをDX戦略書としてまとめました。

　激しく変化する外部環境や社会・消費者ニーズに対応するために、これまで以上にデジタル技術やデータを活用し、デジタル人材育成に努め、積極的な業務の見える化や組織変革を推進し生産性を向上するとともに、新商品・サービスならびに新たな事業の創出の提供に努めてまいります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2023年　11月頃　～　2023年　12月頃


	実施内容
	社長のリーダーシップにより、デジタル技術に係る動向の把握や自社のITシステムについて現状を踏まえた把握を実施している。

■DX推進指標による自己分析を実施し、IPAの自己診断結果入力サイトより提出済み（2023年12月4日）




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2023年　11月頃　～　　　現在


	実施内容
	SECURITY ACTIONの2つ星を宣言するとともに、社内における情報セキュリティに関する認識向上及び対策を実施している。
【情報セキュリティ基本方針】
https://seiki.miyakoshi.co.jp/security/
セキュリティアクション　二つ星宣言
利用者番号：90018420832



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

